
大和川清流復活ネットワーク 

平成２５年度大和川水質改善強化月間街頭啓発実施要領 

 

 １．趣旨 
 大和川の汚れの原因の約８割は家庭から出る生活排水（台所やお風呂等から流れる汚水）であり、特に雨の少ない冬場は川に流れる水量が少なく、また、水温も低いため川を浄化する微生物の働きも弱くなり、結果的に水質が悪くなる傾向がある。そこで大和川水環境協議会（国・府県・市町村で構成する組織）では２月を「大和川水質改善強化月間」として、各種啓発活動を行っている。  今年度、大和川清流復活ネットワーク（行政・企業・民間団体で構成する組織）では、この取り組みの一環として大和川流域各地で広く街頭啓発キャンペーンを実施する。 
 

 ２．実施主体 
  大和川水環境協議会 奈良県地域連絡会 大和川清流復活ネットワーク   ＜委員＞ 国土交通省大和川河川事務所、奈良県、奈良市、大和高田市、大和郡山市、天理市、橿原市、 桜井市、御所市、生駒市、香芝市、葛城市、平群町、三郷町、斑鳩町、安堵町、川西町、三宅町、田原本町、高取町、明日香村、上牧町、王寺町、広陵町、河合町   ＜オブザーバー＞ 大和川市民ネットワーク、秋篠川源流を愛し育てる会、安堵桜遊会、NPO 法人 山野草の里づくりの会、NPO 法人 日本下水文化研究会関西支部、NPO 法人 大和循環型社会創造機構、橿原市田中町 2区自治会、橿原市田中町水土里の会、環境市民ネットワーク天理、五井町自治会、弘陽建設株式会社、菰川環境美化協議会、総合教育研究所、奈良新聞社、日誠建設株式会社、菩提川を汚さない会、松之本自治会、万葉飛鳥川長寿散歩道の会、大和信用金庫 

 

 ３．実施日・実施場所 
   平成２６年２月４日（火） 午前７時３０分～（１時間程度） 
 ＪＲ奈良駅 奈良県、（ｵﾌﾞｻﾞｰﾊﾞ-） 近鉄奈良駅 奈良県、奈良市、生駒市、（ｵﾌﾞｻﾞｰﾊﾞ-） ＪＲ王寺駅 王寺町、平群町、三郷町、斑鳩町、河合町、大和川河川事務所(ｵﾌﾞｻﾞｰﾊﾞｰ） 近鉄郡山駅 大和郡山市、安堵町、川西町、（ｵﾌﾞｻﾞｰﾊﾞｰ） 近鉄田原本駅 田原本町、三宅町、上牧町、奈良県（ｵﾌﾞｻﾞｰﾊﾞｰ） 近鉄大和八木駅 橿原市、桜井市、明日香村、（ｵﾌﾞｻﾞｰﾊﾞｰ） 近鉄高田市駅 大和高田市、御所市、葛城市、高取町、（ｵﾌﾞｻﾞｰﾊﾞｰ） 近鉄五位堂駅 香芝市 ザ・ビッグ天理店 天理市  ※実施時間は独自 エコールマミ 外 広陵町  ※実施時間は独自   各場所の先頭に記載した市町村等はリーダーとなる。市町村等の参加場所を変更する場合がある。 



 ４．実施内容 
  各啓発場所において、啓発用のぼり（２月は大和川の「水質改善強化月間です」のぼり）を掲示したうえ、啓発物品（啓発チラシ含む）を配布して、大和川の水質改善をＰＲする。   
 ５．実施準備   各市町村は、下記の物品を準備する。 啓発用のぼり ネットワーク事務局から連絡のあった枚数分の、のぼり及びポール・スタンドを啓発場所に持参し、歩行者等から目立つ場所に掲示する 啓発用たすき ネットワーク事務局から連絡のあった枚数分の、たすきを啓発場所に持参し、着用する。 啓発チラシ ネットワーク事務局から連絡のあった枚数分（参加人数×100部）を大和川水環境協議会事務局（大和川河川事務所）に発注し、チラシが届いた後に、啓発物品と合わせて配布できるよう折り込み等をする。※啓発物品参照 啓発物品 ネットワーク事務局が用意したティッシュに啓発チラシをセットして、啓発場所に持参し、歩行者等に配布する。※事務局から見本を渡す カゴ・袋等 啓発物品を配布する際に使用するカゴや袋を啓発場所に持参する。 その他 独自で啓発物品等を用意している場合は、各々工夫して啓発する。    ネットワーク事務局（奈良県河川課、奈良県環境政策課、奈良県下水道課） 
 

 ６．実施手順 
  ○街頭啓発実施場所のリーダー市町村等（以下、「リーダー市町村等」という。）は、街頭啓発場所の使用許可の手続きを行う。  ○街頭啓発当日はリーダー市町村等が指定する集合場所に午前７時２５分に集合し、たすきを着用し、啓発用のぼりを設置したうえ、啓発物品を配布して、水質改善をＰＲする。 このとき、リーダー市町村等はのぼりの設置場所や啓発物品の配布場所を指示するものとする。  ○啓発物品の配布が終了したときは、啓発用のぼりを撤収した後、集合場所に再集合し、リーダー市町村等の呼びかけで解散する。 
 

 ７．その他 
  ○啓発物品等が配布しきれなかった場合は、公共施設等広く住民にＰＲ出来る場所に啓発物品を設置する。  ○当日、参加できなくなった場合は、リーダー市町村等及びネットワーク事務局に連絡をする。 このためリーダー市町村等は予め当日の連絡先をメンバーに連絡しておくほうが望ましい。  ○街頭啓発に関する報道機関の取材があった場合は、可能な範囲で積極的に対応する。（報道機関を通じた水質改善のＰＲは有効であるため） 
 


